
平成2９年６月１日 

 

 

第 1 0 ６ 期 定 時 株 主 総 会 招 集 ご 通 知 に 際 し て の 

法 令 お よ び 定 款 に 基 づ く イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項 

 

 

Ⅰ  事業報告の「業務の適正を確保するために必要な体制」 

 

Ⅱ  事 業 報 告 の 「 財 務 お よ び 事 業 の 方 針 の 決 定 

   を 支 配 す る 者 の 在 り 方 に 関 す る 基 本 方 針 等 」 

 

Ⅲ  連 結 計 算 書 類 の 「 連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 」 

 

Ⅳ  連 結 計 算 書 類 の 「 連 結 注 記 表 」 

 

Ⅴ  計 算 書 類 の 「 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 」 

 

Ⅵ  計 算 書 類 の 「 個 別 注 記 表 」 

 

 

 

近鉄グループホールディングス株式会社 

 

 

 

 

 

本内容は、法令および当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当

社ウェブサイト（http://www.kintetsu-g-hd.co.jp/ir/kabunushi/index.html）

に掲載することにより、株主の皆様に提供したとみなされるものです。 



Ⅰ 事業報告の「業務の適正を確保するために必要な体制」 

１ 

 当社では、当社取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他当社の業務

ならびに当社および子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要な体制の整備について決定して

おります。その概要および当期中における運用状況の概要は、次のとおりでありますが、当該体制については、

必要が生じる都度、取締役会において見直しを実施することとしております。 

１．業務の適正を確保するために必要な体制の概要 

(1) 当社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

    役員および使用人の行動の拠り所となる「企業行動規範」において、法令・企業倫理の遵守が経営の根

幹であるとの信念を明示するとともに、具体的指標となる「法令倫理指針」を制定し、これを周知させる

ための措置をとる。 

    また、「ＣＳＲ委員会」を設置し、法令および企業倫理に則った企業行動を推進するとともに、各部署

に法令倫理責任者および法令倫理担当者を置くほか、計画的に社内研修等を実施する。さらに、法令・企

業倫理や社内規程に反する行為が発生した場合に、これを早期に発見、是正するため、使用人からの通報

や相談を受け付ける「法令倫理相談制度」を設ける。 

    反社会的勢力との関係については、これを一切持たず、不当な要求には毅然とした対応をとることとし、

その旨を「企業行動規範」および「法令倫理指針」に明示する。 

    金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制については、財務報告を法令等に従って適正に行うこ

との重要性を十分に認識し、必要な体制等を適切に整備、運用する。 

(2) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

    情報の保存および管理に関し「文書取扱規程」、「文書管理規則」、「情報資産管理規程」等の社内規

程を整備するとともに、これらに則った適切な保存、管理を実施するため、各部署に文書管理責任者およ

び情報資産部門管理者を置き、保存、管理状況の点検等を実施する。 

(3) 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

    事業等のリスクを適切に管理するため、包括規程として「リスク管理規程」を制定するとともに、リス

クを含む重要な案件については、必要に応じて取締役会および「経営会議」、「経営戦略会議」等の会議

体において審議を行う。 

    また、事故、災害等に対する危機管理に関する事項、法令・企業倫理の遵守に関する事項など特に重要

と判断したリスクの管理については、全体のリスク管理体制に加えて、専門の担当者の設置、社内規程や

マニュアルの制定など個別の管理体制も整備する。 

(4) 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

    取締役会の決議により、適正な業務組織と分掌事項を設定し、業務執行取締役および執行役員の担当業

務を明確に定める。業務執行を統轄する社長の下、業務執行取締役および執行役員に対しては、相互牽制

の観点にも配慮しつつ、必要に応じて一定の基準により決裁権限を委譲する。 

    また、業務執行取締役、執行役員および主要な子会社の社長を務める非常勤の取締役間の情報の共有と

効率的な意思決定を図るため、審議機関として「経営会議」や「経営戦略会議」などの当社独自の会議体

を常設し、個別の経営課題ごとにプロジェクトチームを組成する。 

    日常の業務処理については、標準化の観点から基準となるべき社内規程、マニュアル等を整備する。さ

らに、業務改善の促進や経営効率の向上等に資する観点から、内部監査担当部署による内部監査を実施す

る。 

(5) 企業集団における業務の適正を確保するための体制 

ａ．子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 

     グループ各社が遵守すべき「グループ経営管理規程」を定め、これに基づき予め定めた基準により、

グループ各社からの情報収集を適時適切に行い、業務の実態および経理の状況を正確に把握する。また、

これを検討、評価、是正するため、当社の内部監査部門等による監査を実施する体制を整備する。 

ｂ．子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
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     当社グループにおける事業等のリスクを適切に管理するため、「グループ経営管理規程」に基づき、

グループ各社におけるリスクを含む重要な案件について情報を収集し、必要に応じて取締役会その他の

会議体において審議を行う。また、特に重要と判断したリスクの管理については、グループ横断的な管

理体制を整備する。 

ｃ．子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

     グループ各社の業務執行について、当社取締役会による承認の要否を定め、重要事項を除いて各社が

迅速に業務を執行できる体制を整備する。また、グループ各社間の業務の連携および調整については、

当社がグループ全体の企業価値向上の観点から適宜行うとともに、各社の法務、経理関係業務について

は、当社の担当部署が必要に応じて支援、指導を行う。 

ｄ．子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

     グループ各社の法務、経理関係業務に加え、法令・企業倫理の遵守のため各社が行う教育および研修

については、当社の担当部署が必要に応じて支援、指導を行う。また、法令・企業倫理等に反する行為

に関し、グループ各社の役員および使用人からの通報や相談を受け付ける体制を整備する。 

     さらに、当社の内部監査部門は、グループ各社を対象とした監査を各社の内部監査部門と連携して随

時実施し、法令遵守状況の確認等を行うとともに、各社と相互に情報交換を行う。 

     このほか、当社と子会社との間での取引の公正を確保するため、通例的でないと判断できる取引につ

いては、特別に定めた審査手続を活用する。 

(6) 監査役の監査に関する体制 

ａ．当社の監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項 

     当社の監査役会および監査役の監査に関する事務を処理するため、「監査役室」を置く。同室には、

当社の監査役の職務を補助するための必要な専属要員として、部長、課長その他の使用人を配置する。 

ｂ．当該使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項 

     「監査役室」所属の使用人は、当社の取締役の指揮下から外れて監査役の指揮を受け、その異動およ

び評価については常勤の監査役の同意を得る。 

ｃ．当社の監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

     「監査役室」所属の使用人は、当社の取締役および執行役員ならびにその指揮下にある使用人を介さ

ず、当社の監査役から直接指示を受け、また当社の監査役に直接報告を行う。 

ｄ．当社の監査役への報告に関する体制 

(a) 当社の取締役および使用人が当社の監査役に報告をするための体制 

      当社の取締役、執行役員および使用人は、当社の監査役に対して、業務執行に係る文書その他の重

要な文書を回付するとともに、法定事項のほか、事業等のリスクその他の重要事項の発生を認識する

都度、速やかにその内容を報告する。また、監査役が職務の必要上報告および調査を要請した場合に

は、積極的にこれに協力する。さらに、業務執行取締役および執行役員は、常勤の監査役と定期的に

面談し、業務に関する報告等を行う。 

      このほか、当社の内部監査部門は、内部監査の結果を定期的に監査役へ報告する。また、「法令倫

理相談制度」において、法令・企業倫理等に反する通報や相談を受け付けた場合に、その内容を必要

に応じ当社の監査役へ報告する。 

    (b) 子会社の取締役、監査役および使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告

をするための体制 

      子会社の取締役、監査役および使用人は、当社の監査役から求めがあった場合に事業に関する報告

および調査を行い、積極的にこれに協力するほか、内部統制上重要な事項が生じた場合には「グルー

プ経営管理規程」に基づき報告する。また、当社の取締役、執行役員および使用人は、子会社から報

告を受けた事項について、必要に応じ当社の監査役に報告する。 

ｅ．当社の監査役に報告をした者が不利な取扱いを受けないことを確保するための体制 
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     「法令倫理相談制度規程」において、当社の監査役に報告をしたことにより不利益な扱いをしてはな

らないことを明確に定めるなど、必要な措置をとる。 

ｆ．当社の監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項 

     当社の監査役から、その職務の執行について、費用の前払い、支出した費用および利息の償還、負担

した債務の債権者に対する弁済等が請求された場合は、監査役の職務の執行に不要なものであることが

明白なときを除き、速やかにその請求に応じる。 

ｇ．その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

     当社の常勤の監査役は、「経営会議」、「経営戦略会議」等の当社の重要な会議体に出席し、意見を

述べることができ、監査役会は、必要に応じて取締役、執行役員、使用人および会計監査人その他の関

係者の出席を求めることができる。 

２．当期中における当該体制の運用状況の概要 

(1) 当社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

    使用人を対象とした法令倫理教育を実施したほか、社内外に設置している法令倫理相談窓口の周知を図

るとともに、相談があった事案については担当部門が調査し、調査結果等を社長が委員長を務めるＣＳＲ

委員会に報告しました。 

(2) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

    文書管理状況の点検を実施したほか、不審メール検知システムにより継続的に不審メールを監視するな

ど情報資産に対するセキュリティを強化しました。 

(3) 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

    取締役会、経営会議、経営戦略会議等の会議体において重要案件の審議を行ったほか、伊勢志摩サミッ

ト開催に伴いテロに関する訓練を実施するとともに、鉄道関連施設に防犯設備を設置するなど危機管理体

制を強化しました。 

(4) 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

    役員改選に伴い業務執行取締役の担当業務を定めたほか、経営会議や経営戦略会議等の会議体の開催、

社内規程やマニュアルの整備、内部監査などを行いました。 

(5) 企業集団における業務の適正を確保するための体制 

    取締役会においてグループ会社の重要案件の審議を行ったほか、グループ各社からの情報収集や各社に

対する支援および監査などを行いました。 

(6) 監査役の監査に関する体制 

    監査役に対する稟議書の回付、監査部による内部監査結果の報告、監査役による役員ヒアリングなどを

行ったほか、監査役は経営会議、経営戦略会議等の会議体に出席し、業務執行取締役の職務の執行状況お

よび経営状況の把握に努めました。 

 



Ⅱ 事業報告の「財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方

針等」 

４ 

 

当社では、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を決定しております。 

基本方針の内容、基本方針の実現に資する特別な取組みの内容、基本方針に照らして不適切な者によって財務

および事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みの内容ならびに取組みについての当社取締役

会の判断およびその判断にかかる理由は、次のとおりであります。 

１．財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

   近鉄グループ経営理念・経営計画のもと、グループの中核をなす鉄道事業における安全性や公共性の確保

とさまざまなステークホルダーとの信頼関係の維持に十分に配慮して、長期的な視点に立った企業活動を行

い、またコーポレートガバナンス体制のさらなる強化に努めることが企業価値向上および株主共同の利益の

確保に資すると考える。当社株式に対する大規模買付行為を行い、または行おうとする者に対しては、当該

行為を受け入れるか否かについては、かかる見地から株主自身が判断するものと考えている。しかしながら、

当該買付行為が株主に十分な情報提供が行われないものであるとき、十分な検討期間もないまま行われるも

のであるとき、買付後の経営が鉄道事業における安全性や公共性を脅かすものであるとき、実質的に経営参

加の意思もなく当社グループのシナジー効果を毀損するものであるときには、当社取締役会は、判断の客観

性を担保しつつ、法令に基づき適切な措置を講じ、企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要がある

と考える。 

２．上記基本方針にかかる取組みの具体的内容 

  (1) 近鉄グループ経営計画に基づき、当社が創業以来培ってきたさまざまなノウハウと近鉄沿線の豊かな文

化や観光資源を活かし、グループの総力を挙げた事業展開により、沿線の利便性・魅力向上に注力する。

また、インバウンド旅客の増加や「東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会」開催など各種

イベントによる観光需要の増加を好機ととらえ、グループ全体で収益の増大を図る。特に、伊勢志摩サミ

ットを機に注目を集めた同地域については一層の活性化に向けた取組みを推進し、また、「あべのハルカ

ス」については、当社グループのシンボルタワーとしてさらなる認知度向上と集客力強化、各施設の連携

による相乗効果の発揮を図る。また、少子高齢化・人口減少など市場の変化に対応すべく、グループ各事

業において構造改革を着実に進める一方、関連する事業領域の拡大や沿線外への事業エリアの拡大等に積

極的に取り組むことにより、収益基盤の確立に向けた事業創出を図り、新たな成長戦略を描く。さらに、

純粋持株会社制のもと、より一層グループ経営機能の強化と各事業会社の自立的経営を図り、グループの

総合力を最大限に発揮する。 

  (2) 当社取締役会は、当社株式に対する大規模買付行為を行い、または行おうとする者に対し、買付けの目

的や買付後の当社グループの経営方針など株主の皆様の判断に必要となる情報の提供を求め、適時適切に

情報開示を行う。また、当社取締役会は、当該買付者等から提供された情報について、企業価値向上およ

び株主共同の利益の確保という観点から評価・検討し、必要に応じて当該買付者等と協議・交渉を行うこ

ととする。 

３．上記２.の取組みについての当社取締役会の判断およびその判断にかかる理由 

  上記２.の近鉄グループ経営計画に基づく当社の企業活動は、財務および事業の方針の決定を支配する者の

  在り方に関する基本方針に沿うものであり、当社の企業価値を向上させ、株主共同の利益の確保に資するも

  のであると考える。 

また、当社株式に対する大規模買付行為を行い、または行おうとする者に対する当社取締役会の対応方針

  は、企業価値向上および株主共同の利益の確保という観点から、株主の皆様の判断に必要となる情報の提供

  を買付者等に求め、これを開示することを定めるものであり、特定の株主または投資家を優遇あるいは拒絶

  するものではない。 

したがって、当社取締役会は、上記２.の取組みは基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損なうも

  のではないとともに、役員の地位の維持を目的とするものでないと判断している。 



Ⅲ　連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」

（単位：百万円）

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

126,476 61,253 40,788 △ 999 227,519

△ 9,527 △ 9,527

26,247 26,247

△ 105 △ 105

17 26 44

△ 192 △ 192

583 583

△ 2,050 △ 2,050

18 18

155 155

49 49

　　　　　 － 222 15,059 △ 60 15,221

126,476 61,475 55,848 △ 1,059 242,741

6,044 △ 303 92,083 2,656 733 101,214 20,935 349,668

△ 9,527

26,247

△ 105

44

△ 192

583

△ 2,050

18

155

49

1,369 685 △ 131 △ 5,788 △ 1,558 △ 5,423 6,716 1,293

1,369 685 △ 131 △ 5,788 △ 1,558 △ 5,423 6,716 16,515

7,414 382 91,951 △ 3,132 △ 825 95,790 27,651 366,183

当 期 変 動 額 合 計

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

連結子会社株式の売却に
よ る 持 分 の 増 減

その他有価証券
評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

当 期 末 残 高

連結子会社株式の売却に
よ る 持 分 の 増 減

土 地 再 評 価
差 額 金

連 結 範 囲 の 変 動

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

連結子会社等の決算期
変 更 に 伴 う 変 動

土地再評価差額金の取崩

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

剰 余 金 の 配 当

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

持分法適用関連会社の
持 分 変 動 差 額

当 期 首 残 高

連結子会社株式の取得に
よ る 持 分 の 増 減

純 資 産
合 計

連結子会社等の決算期
変 更 に 伴 う 変 動

土地再評価差額金の取崩

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

非 支 配 株 主
持 分

持分法適用関連会社の
持 分 変 動 差 額

当 期 変 動 額

自 己 株 式 の 処 分

連結株主資本等変動計算書

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

連 結 範 囲 の 変 動

株　　　　　　主　　　　　　資　　　　　　本

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ　の　他　の　包　括　利　益　累　計　額

連結子会社株式の取得に
よ る 持 分 の 増 減

（ ）平成28年４月 １ 日から
平成29年３月３１日まで

 ５



Ⅳ 連結計算書類の「連結注記表」 

６ 

（     ） 

 
連 結 注 記 表

 

 
平成 28 年 4 月  1 日から

 
平成 29 年 3 月 31 日まで

 

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等） 

 １．連結の範囲に関する事項 

  (1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

    連結子会社の数               81社 

    主要な連結子会社の名称 

      株式会社近鉄百貨店、近鉄不動産株式会社、ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社、株式会社海遊館、

近鉄ケーブルネットワーク株式会社、株式会社きんえい、近畿日本鉄道株式会社、近鉄バスホールディン

グス株式会社、株式会社近鉄・都ホテルズ、株式会社近鉄リテーリング、KINTETSU ENTERPRISES CO. 

OF AMERICA 

  （連結の範囲の変更）            新規24社 

    株式の追加取得により当期に関連会社から子会社となった株式会社海遊館は、重要性の観点から連結の範囲に

含めております。また、連結子会社のＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社が決算日を12月31日から３月31

日に変更し当社と決算日が一致したことを踏まえ、開示内容の充実の観点から、同社の子会社全てを連結するこ

ととし、新たに22社を連結の範囲に含めるとともに、同社が当期に新規設立した子会社１社を連結の範囲に含め

ております。 

  (2) 主要な非連結子会社の名称等 

    主要な非連結子会社の名称         近鉄東美タクシー株式会社 

    連結の範囲から除いた理由 

      総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等からみて、連結の範囲から除いても連結計算書類に重要な

影響を与えないためであります。 

 ２．持分法の適用に関する事項 

  (1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数並びに主要な会社等の名称 

    持分法を適用した非連結子会社の数      ０社 

    持分法を適用した関連会社の数        ８社 

    主要な会社等の名称 

      福山通運株式会社、株式会社近鉄エクスプレス、近畿車輛株式会社、三重交通グループホールディングス

株式会社 

  （持分法適用の対象の変更）    新規２社 除外１社 

    連結子会社のＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社が決算日を12月31日から３月31日に変更し当社と決算

日が一致したことを踏まえ、開示内容の充実の観点から、同社の関連会社全てに持分法を適用することとし、新

たに２社を持分法の適用の対象に含めております。また、前期において持分法を適用していた株式会社海遊館は、

株式の追加取得により子会社となったため、持分法適用の対象から除外しております。 

  (2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等 

    主要な会社等の名称            近鉄東美タクシー株式会社 
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持分法を適用しない理由 

      当期純損益及び利益剰余金等からみて、持分法適用の対象から除いても連結計算書類に重要な影響を与え

ないためであります。 

 ３．会計方針に関する事項 

  (1) 資産の評価基準及び評価方法 

   ①有価証券の評価基準及び評価方法 

     満期保有目的の債券                償却原価法（定額法） 

     その他有価証券       時価のあるもの    決算日の市場価格等に基づく時価法 

                              （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

                   時価のないもの    移動平均法に基づく原価法 

   ②たな卸資産の評価基準及び評価方法 

     販売用不動産                   個別法に基づく原価法 

     百貨店商品                    売価還元法に基づく原価法 

     なお、貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。 

  (2) 固定資産の減価償却の方法 

   ①有形固定資産（リース資産を除く。） 

     鉄軌道事業取替資産                取替法 

     その他の有形固定資産               主として定額法によっておりますが、一部について

は定率法を採用しております。 

   ②無形固定資産（リース資産を除く。）         定額法 

     なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によってお

ります。 

   ③リース資産 

     所有権移転外ファイナンス・リース         リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定 

     取引に係るリース資産               額法 

     なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理によっております。 

  (3) 引当金の計上基準 

   ①貸倒引当金 

     営業債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

   ②投資評価引当金 

     市場価格のない株式を適正に評価するため、投資先の資産状態等を勘案して、特に計上を要すると認められ

る金額を計上しております。 

   ③賞与引当金 

     従業員に対する賞与の支払いに充てるため、支給見込額を計上しております。 

   ④商品券等引換損失引当金 

     一部の連結子会社において、一定期間経過後に収益に計上した未引換の商品券等について、将来の引換時に

発生する損失に備えるため、過去の実績に基づく将来の引換見込額を計上しております。 
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⑤旅行券等引換引当金 

     一部の連結子会社において、一定期間経過後に収益に計上した未引換の旅行券等について、将来の引換時に

発生する損失に備えるため、過去の実績に基づく将来の引換見込額を計上しております。 

 (4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

   ①ヘッジ会計の処理 

     変動金利による借入金の利息の支払いについて、将来の金利変動リスク回避を目的として金利スワップ取引

を、外貨建の仕入債務の支払いについて、為替の相場変動リスク軽減を目的として為替予約取引をそれぞれ利

用しており、原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワッ

プについては特例処理、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理によっております。 

   ②退職給付に係る会計処理方法 

     退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における見込額に基づき、退職給付債務か

ら年金資産の額を控除した額を計上しております。ただし年金資産の額が退職給付債務を超える場合には退職

給付に係る資産として計上しております。退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間

に帰属させる方法については、期間定額基準（一部の連結子会社は給付算定式基準）によっております。過去

勤務費用は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として５年）による定額法により費用

処理しております。数理計算上の差異は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10

年）による定額法により発生時の翌期から費用処理しております。 

   ③工事負担金等の会計処理方法 

     鉄軌道事業における高架化工事や踏切道拡幅工事等を行うにあたり、地方公共団体等から工事費の一部とし

て工事負担金等を受け入れております。工事負担金等により固定資産を取得した場合には、取得原価から工事

負担金等相当額を直接減額したものを固定資産の取得価額とし、工事負担金等受入額を特別利益に計上すると

ともに、取得原価から直接減額した金額を工事負担金等圧縮額として特別損失に計上しております。 

   ④消費税等の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

   ⑤のれんの償却の期間及び方法 

     主として５年間の均等償却を行っております。 

   ⑥連結納税制度の適用 

     当社及び一部の連結子会社は、連結納税制度を適用しております。 

 

（会計方針の変更に関する注記） 

 平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用 

   法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号 平成28年６月17日）を当期に適用し、一部の連結子会社において平成28年４月１日以後に取得し

た建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

   これによる当期末の連結貸借対照表及び当期の連結損益計算書への影響は軽微であります。 

 

（連結貸借対照表に関する注記） 

 １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 ２．担保に供している資産及び担保に係る債務 

(1) 担保に供している資産 

    建物及び構築物 379,345 百万円 

    機械装置及び運搬具 27,727 百万円 
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土地  386,383 百万円 

    無形固定資産 3,706 百万円 

    投資有価証券 1,969 百万円 

    その他 2,263 百万円 

 計 801,396 百万円 

  (2) 担保に係る債務（長期借入金には１年以内返済分を含む。） 

    短期借入金 639 百万円 

    長期借入金 122,743 百万円 

    その他 342 百万円 

       計 123,724 百万円 

 ３．有形固定資産の減価償却累計額 1,105,202 百万円 

 ４．偶発債務 

  保証債務（保証予約を含む。） 3,378 百万円 

 ５．工事負担金等の圧縮記帳累計額 223,336 百万円 

 ６．土地の再評価 

   当社及び一部の連結子会社において、土地の再評価に関する法律に基づき、事業用土地の再評価を行い、評価差

額に係る税効果相当額を再評価に係る繰延税金資産又は再評価に係る繰延税金負債として、それぞれ資産の部又は

負債の部に計上し、これを控除した金額のうち、持分に相当する金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上

しております。また一部の持分法適用関連会社において、事業用土地の再評価を行ったことに伴い計上された土地

再評価差額金のうち、持分に相当する金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。 

   再評価の方法 

    土地の再評価に関する法律施行令第２条第３号に定める固定資産税評価額に基づき算出する方法、同条第４号

に定める路線価に基づき算出する方法及び同条第５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価額により算出する方

法によっております。 

   再評価を行った年月日 

    平成12年３月31日、平成13年12月31日、平成14年３月31日 

 

（連結損益計算書に関する注記） 

 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

（連結株主資本等変動計算書に関する注記） 

 １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 ２．当期末の発行済株式の種類及び総数 

   普通株式 1,906,620,616 株 

 ３．配当に関する事項 

  (1) 配当の効力発生日が当期のもの 

    平成28年６月17日開催の定時株主総会において、普通株式の配当に関する事項を決議いたしました。 

     ①配当金の総額 9,527 百万円 

     ②１株当たり配当額 ５円 

     ③基準日 平成 28 年３月 31 日 

     ④効力発生日 平成 28 年６月 20 日 
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(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

    平成29年６月22日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を提案いたします。 

①配当金の総額 9,527 百万円 

     ②配当の原資 利益剰余金 

     ③１株当たり配当額 ５円 

     ④基準日 平成 29 年３月 31 日 

     ⑤効力発生日 平成 29 年６月 23 日 

 

（金融商品に関する注記） 

 １．金融商品の状況に関する事項 

  (1) 金融商品に対する取組方針 

    当社グループでは、一時的に発生した余裕資金を短期的な預金等に限定して運用しております。資金調達に関

しては、主として銀行等金融機関からの借入及び社債の発行により行っております。また、デリバティブはリス

クを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針です。 

  (2) 金融商品の内容及びそのリスク 

    受取手形及び売掛金は、通常の営業活動に伴い生じたものであり、顧客等の信用リスクに晒されております。 

    投資有価証券は、主として業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりま

す。 

    支払手形及び買掛金並びに未払金は、短期間で決済されるものであり、このうち外貨建のものについては、為

替の変動リスクに晒されておりますが、先物為替予約取引を利用してヘッジしております。 

    借入金及び社債は、営業活動を行うための運転資金や設備投資資金であり、変動金利の借入金は、金利の変動

リスクに晒されておりますが、金利スワップ取引を利用してヘッジしております。 

  (3) 金融商品に係るリスク管理体制 

    受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクを抑制するため、各営業部門において、取引先の状況を定期的に

モニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理しております。 

    投資有価証券に係る市場価格の変動リスクを抑制するため、当社及び連結子会社の経理部門において、定期的

に市場価格を把握すること等を行っております。 

    外貨建金銭債務等に係る為替の変動リスクを抑制するため、連結子会社の経理部門において、為替予約取引を

実施して支払額の固定化を図っております。 

    借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するため、当社及び連結子会社の経理部門において、金利スワップ

取引を実施して支払利息の固定化を図っております。 

    デリバティブ取引の実行及び管理は、当社及び連結子会社の経理部門に集中させております。また、金利スワ

ップ取引については各社の取締役会の承認を得て行っており、連結子会社における先物為替予約取引については

為替変動リスク及びヘッジ取引の状況を四半期毎に当該子会社の経営会議に報告しております。 

    なお、これらのデリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い金融機関であるため、相手先の債務不履

行によるリスクはほとんど発生しないと認識しております。 

  (4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

    金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。 
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 ２．金融商品の時価等に関する事項 

   平成2９年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません

（(注２)参照）。 

 
 

連結貸借対照表

計上額(*1) 
時価(*1)   差額 

 (1) 現金及び預金  53,013百万円 53,013百万円   －百万円

 (2) 受取手形及び売掛金  54,250百万円 54,250百万円   －百万円

 (3) 投資有価証券(*2)  16,498百万円 16,531百万円   32百万円

 (4) 支払手形及び買掛金 ( 56,497百万円) ( 56,497百万円)  －百万円

 (5) 短期借入金 ( 113,528百万円) ( 113,528百万円)  －百万円

 (6) 未払金 ( 47,893百万円) ( 47,893百万円)  －百万円

 (7) 社債 

(１年内償還予定を含む) ( 323,520百万円) ( 324,291百万円)  771百万円

(8) 長期借入金 

(１年内返済予定を含む) ( 662,176百万円) ( 673,925百万円)  11,749百万円

(9) デリバティブ取引(*3)  1,080百万円 1,080百万円  －百万円

 (*1) 負債に計上されているものについては、( )で示しております。 

 (*2) 投資その他の資産の「その他」に含めて計上している供託中の投資有価証券（連結貸借対照表計上額836百

万円）を含んでおります。 

 (*3) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては( )で示しております。 

 (注1) 金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項 

   (1) 現金及び預金並びに(2) 受取手形及び売掛金 

     これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

   (3) 投資有価証券 

     投資有価証券の時価については、株式は取引所の価格、満期保有目的の債券は市場価格によっております。 

   (4) 支払手形及び買掛金、(5) 短期借入金並びに(6) 未払金 

     これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

   (7) 社債 

     社債の時価については、市場価格のあるものは市場価格に基づき、市場価格のないものは、元利金の合計額

を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いて算定する方法によっております。 

   (8) 長期借入金 

     長期借入金の時価については、元利金の合計額を残存期間で同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引いて算定する方法によっております。なお、変動金利による長期借入金のうち、特例処理の要件を満

たしている金利スワップ取引を行っているものについては、当該金利スワップと一体として処理された元利金

の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっ

ております。ただし、金利スワップ取引を行っていない変動金利長期借入金については、金利が一定期間毎に

更改される条件となっており、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 
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(9) デリバティブ取引 

     外貨建金銭債務に振り当てたものは、ヘッジ対象とされている買掛金と一体として処理されているため、そ

の時価は、当該買掛金の時価に含めて記載しております（上記(4) 参照）。また、金利スワップの特例処理に

よるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借

入金の時価に含めて記載しております（上記(8) 参照）。 

 (注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

    非上場株式（連結貸借対照表計上額4,055百万円）及び一部の債券（社債）（連結貸借対照表計上額300百万

円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、(3) 投資有価証券に含

めておりません。 

 (注3) 関連会社株式は(3) 投資有価証券に含めておりません。 

 

（賃貸等不動産に関する注記） 

 １．賃貸等不動産の状況に関する事項 

   一部の連結子会社では、大阪府その他の地域において、賃貸オフィスビルや賃貸商業施設などを所有しており

ます。 

 ２．賃貸等不動産の時価に関する事項 

   連結貸借対照表計上額 222,230 百万円 

   時価  246,806 百万円 

 (注1) 連結貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額を控除した金額であります。 

 (注2) 当期末の時価は、主要な物件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を

用いて調整を行ったものを含む。）、その他の物件については、一定の評価額等が適切に市場価格を反映して

いると考えられるため当該評価額や連結貸借対照表計上額をもって時価としております。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

 １株当たり純資産額 178 円  2 銭 

 １株当たり当期純利益 13 円 80 銭 



Ⅴ　計算書類の「株主資本等変動計算書」

（単位：百万円）

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益
剰 余 金
繰 越 利 益
剰 余 金

126,476 59,014 1,208 60,222 36,925 △ 366 223,258

△ 9,527 △ 9,527

14,511 14,511

△ 73 △ 73

0 0 2 3

－ － 0 0 4,984 △ 70 4,913

126,476 59,014 1,208 60,223 41,909 △ 437 228,172

507 1,449 1,957 225,216

△ 9,527

14,511

△ 73

3

115 115 115

115 － 115 5,028

622 1,449 2,072 230,244

株主資本等変動計算書

株　　　　　　主　　　　　　資　　　　　　本

資 本 金

資　本　剰　余　金

自 己 株 式
株 主 資 本

合 計資 本 準 備 金

当 期 変 動 額 合 計

そ の 他
資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金
合 計

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

自 己 株 式 の 取 得

当 期 末 残 高

評　価　・　換　算　差　額　等

純 資 産

合 計
そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 処 分

株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

平成28年４月 １ 日から
平成29年３月３１日まで（ ）
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Ⅵ 計算書類の「個別注記表」 

１４ 

（     ） 

 
個 別 注 記 表 

 

 
平成２８年 4 月   1 日から 

 平成２９年 3 月 31 日まで 
 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

 １．資産の評価基準及び評価方法 

  (1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

    子会社株式及び関連会社株式         移動平均法に基づく原価法 

    その他有価証券    時価のあるもの    決算日の市場価格等に基づく時価法 

                          （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

               時価のないもの    移動平均法に基づく原価法 

  (2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    貯蔵品                   移動平均法に基づく原価法 

    なお、貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。 

 ２．固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産（リース資産を除く。）  

    建物                    定額法 

    構築物                   定額法 

    その他の有形固定資産            定率法 

  (2) 無形固定資産（リース資産を除く。）      定額法 

    なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

  (3) リース資産 

    所有権移転外ファイナンス・リース      リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

    取引に係るリース資産 

 ３．引当金の計上基準 

  (1) 貸倒引当金 

    貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

  (2) 投資評価引当金 

    市場価格のない株式を適正に評価するため、投資先の資産状態等を勘案して、特に計上を要すると認められる金額を

計上しております。 

  (3) 賞与引当金 

   従業員に対する賞与の支払いに充てるため、支給見込額を計上しております。 

  (4) 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末において発生

していると認められる金額を計上しております。退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間に

帰属させる方法については、期間定額基準によっております。数理計算上の差異は、発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（１０年）による定額法により発生時の翌期から費用処理しております。 

 ４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 
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  (1) 繰延資産の処理方法 

    社債発行費については社債償還期間にわたり均等償却を行っております。 

  (2) ヘッジ会計の処理 

    変動金利による借入金の利息の支払いについて、将来の金利変動リスク回避を目的として金利スワップ取引を利用し

ており、特例処理による会計処理を行っております。 

  (3) 消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

  (4) 連結納税制度の適用 

    連結納税制度を適用しております。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

 １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 ２．担保に供している資産 

  投資有価証券 801 百万円  

３．有形固定資産の減価償却累計額 4,886 百万円  

４．偶発債務 

  保証債務（保証予約を含む。） 7,011 百万円  

  重畳的債務引受による連帯債務 27,357 百万円  

５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

  関係会社に対する短期金銭債権 109,660 百万円  

  関係会社に対する長期金銭債権 736,563 百万円  

  関係会社に対する短期金銭債務 82,325 百万円  

６．土地の再評価 

   土地の再評価に関する法律に基づき、事業用土地の再評価を行い、評価差額に係る税効果相当額を再評価に係る繰延税

金負債として負債の部に計上し、これを控除した金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。 

   再評価の方法 

    土地の再評価に関する法律施行令第２条第４号に定める路線価に基づき算出する方法によっております。 

  再評価を行った年月日 平成１４年３月３１日  

  再評価を行った土地の当期末における時価と 

  再評価後の帳簿価額との差額 
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百万円 

 

 

（損益計算書に関する注記） 

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．関係会社との取引高 

  営業取引による取引高 

   営業収益 20,684 百万円  

   営業費 1,785 百万円  

  営業取引以外の取引による取引高 10,731 百万円  

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．当期末における自己株式の種類及び株式数 

  普通株式 1,202,060 株  
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（税効果会計に関する注記） 

 繰延税金負債の発生の主な原因は有価証券評価益であります。 

 

（関連当事者との取引に関する注記） 

種
類 

会社等の名称 

又は氏名 

議決権の 

所有割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

子 
 

会 
 

社 

近 畿 日 本 鉄 道 

株 式 会 社 

直接 

100.0% 
資金の貸借等 

 

資金の貸付 

 (注１) 

利息の受取 

 (注１) 

配当金の受取 

 (注２) 

グループ 

運営分担金の

収受 

 (注２) 

債務被保証 

 (注３) 

担保の受入 

 (注４) 

百万円 

60,000 

 

6,627 

 

7,757 

 

 

3,658 

 

 

1,040,418 

 

696,976 

 

短期貸付金 

長期貸付金 

未収利息 

 

― 

 

 

― 

 

 

― 

 

― 

 

百万円 

66,341 

497,455 

165 

 

― 

 

 

― 

 

 

― 

 

― 

 

近 鉄 不 動 産 

株 式 会 社 

直接 

100.0％ 
資金の貸借等 

資金の貸付 

 (注１) 

利息の受取 

 (注１) 

配当金の受取 

 (注２) 

グループ 

運営分担金の

収受 

 (注２) 

担保の受入 

 (注４) 

債務の引受 

 (注５) 

46,300 

 

3,596 

 

3,299 

 

 

1,542 

 

 

98,730 

 

22,309 

 

短期貸付金 

長期貸付金 

未収利息 

 

― 

 

 

― 

 

 

― 

 

― 

 

32,294 

233,393 

56 

 

― 

 

 

― 

 

 

― 

 

― 

 

 

 

 

 



 

１７ 

種
類 

会社等の名称 

又は氏名 

議決権の 

所有割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

子 
 

会 
 

社 

K N T － C T 

ホールディングス 

株 式 会 社 

直接 

53.7% 

間接 

12.3% 

資金の貸借等 

キャッシュマ

ネジメントシ

ステム借入金 

 (注６) 

百万円 

 

51,294 

 

 

短期借入金 

百万円 

 

42,040 

 

 

近鉄情報システム 

株 式 会 社 

直接 

100.0％ 
業務の委託等 

委託管理費の

支払 

 (注 7) 
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 １．議決権の所有割合は退職給付信託に拠出した株式数を含めて算出しております。 

 ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

  (注1) 当社グループにおける資金調達の一元化に伴うものであり、金利については、調達コストに基づき決定しております。 

  (注2) 持株会社である当社が示す経営管理規程等に準拠し、決定しております。 

  (注3) 社債及び金融機関からの借入金に対して保証を受けております。なお、保証料の支払いは行っておりません。  

  (注4) 金融機関からの借入金に対して、近畿日本鉄道株式会社及び近鉄不動産株式会社の一部の資産について担保提供を受

けております。 

  (注5) 平成27年4月1日付の会社分割に際し、重畳的債務引受の方法により債務を承継したものであります。 

  (注6) キャッシュマネジメントシステム借入金の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。なお、

取引が反復的に行われているため、取引金額は期中の平均残高を記載しております。 

  (注7) 委託管理費については、委託契約を締結し、実運営費用を基礎として決定しております。 

 ３．取引金額及び期末残高には消費税等を含めておりません。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１株当たり純資産額 120円 84 銭  

１株当たり当期純利益 7円 62 銭  
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